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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第１四半期
連結累計期間

第26期
第１四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自  平成22年６月１日
至  平成22年８月31日

自  平成23年６月１日
至  平成23年８月31日

自  平成22年６月１日
至  平成23年５月31日

売上高 (千円) 3,001,771 3,037,824 12,200,464

経常利益 (千円) 640,068 523,937 2,591,220

四半期(当期)純利益 (千円) 373,400 302,068 1,602,456

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 331,447 279,979 1,524,361

純資産額 (千円) 5,549,774 6,042,217 5,941,484

総資産額 (千円) 8,452,674 7,739,027 7,901,362

１株当たり純資産額 (円) 497.51 559.93 551.21

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 33.47 28.00 145.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 33.31 27.80 144.68

自己資本比率 (％) 65.7 78.1 75.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 98,149 △203,650 2,030,062

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △359,926 △185,884 △1,100,819

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △310,920 △53,074 △2,174,543

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,714,942 564,980 1,011,990

従業員数
[外、平均臨時従業員数]

(名)
591
[63]

598
[63]

603
[75]

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第25期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

  また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

①当第１四半期連結累計期間の業績の状況

気象市場は、全世界で6,000億円以上の市場規模はあると認識しています。世界各地で発生している大

規模な気象災害や気候変動への関心の高まり、世界中で個人がコンテンツを交信できるネット社会の進

展により、今後も気象コンテンツ市場はグローバルに成長し続けると考えています。

  当社では、「69億人サポーターとともに」という夢のもと、創業以来、第1成長期（1987年6月から1995

年5月まで）は「事業の成長性」、第2成長期（1995年6月から2004年5月）は「ビジネスモデルの多様

性」、第3成長期（2004年6月から2012年5月）は「経営の健全性」を目指しています。当期は、この第3成

長期の仕上げの期であり、「革新性」を通じて本格的なグローバル展開を目指す第4成長期（来期より）

の助走期として位置付け、積極的に下記テーマに取り組んでいます。

  <1> 市場面－重点事業への注力 

    ・BtoB市場－交通気象（航海気象、道路気象、鉄道気象、航空気象）のグローバル展開

    ・BtoS市場－モバイル・インターネット中心としたトランスメディア展開の加速 

  <2> 無常識な気象インフラ、テクノロジーの開発・展開

　

売上面では、交通気象の航海気象（海運会社向け）は、安全性とともに節燃、環境負荷軽減といった

最適運航を実現するOptimum Ship Routeing(OSR)サービスの提供が拡大し、コンテナ船、自動車船に続

き、ばら積み船においても韓国の海運会社への提供が始まりました。また、タンカー市場においても第

２四半期以降のOSRサービス提供が決定しています。道路気象、鉄道気象、航空気象では、台風や局地的

な大雨による気象リスクへの対応策コンテンツなど価値創造サービスが拡大しました。

  こうした結果、価値創造サービスは成長したものの、航海気象において前期欧州のタンカー向けに

行った試験的サービスが終了したことや為替換算差等により、交通気象全体の売上は前年並みとなり

ました。

  BtoS市場の重点事業であるモバイル・インターネットは、台風、大雨の気象リスク、地震・津波と

いった地象リスクに対するコンテンツ、節電意識を高める「デンキ予報」など個人サポーターとの交

信型コンテンツサービスの利用が広がりました。また、Android携帯において有料化が始まったスマー

トフォンや地上波デジタルへの移行など、多様なトランスメディア展開により、前年同期比7.5％成長

しました。

  また、当期はグローバルな価値創造サービスの拡大を視野に入れ、北極海を監視するWNI衛星やWITH

レーダーなどの取り組みに加え、東日本大震災をきっかけに津波を早期に把握する津波レーダーなど、

市場の期待が高く、従来の技術では解決が難しいテーマに対して、Oklahoma Innovation Centerなどを
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中心に、革新的な観測インフラの研究・開発からサービス化に向けて積極的に取り組んでいます。　

　 

こうした結果、売上面では、重点事業が1,925百万円（前年同期比2.9％増）と成長し、売上全体で

3,037百万円（前年同期比1.2％増）となりました。　

  利益面では、革新的サービスを実現するための技術・インフラへ積極的に投資するとともに、今後の

サービス拡大に備えた体制の整備・強化等により、営業利益617百万円（前年同期比8.8％減）、経常利

益523百万円（前年同期比18.1％減）、純利益302百万円（前年同期比19.1％減）となりました。なお、

営業外費用として、7月福島県小名浜港にてSHIRASEを中心に行った東日本大震災復旧・復興支援事業

77百万円を計上しています。

 

② 市場別の状況

当第１四半期連結累計期間における市場別売上高は以下の通りです。

市場区分

前第１四半期
連結累計期間

　（自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日） 　
　

当第１四半期
連結累計期間

　（自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)　
　

増減率

　 　 百万円 百万円 ％

　 交通気象 999 989 △1.0

　 交通気象以外 473 461 △2.6

BtoB市場 1,473 1,450 △1.5

　 モバイル・インターネット 870 935 7.5

　 その他メディア 658 651 △1.0

BtoS市場 1,528 1,587 3.8

合計 3,001 3,037 1.2

    （注）重点事業・・BtoB市場の交通気象、BtoS市場のモバイル・インターネットを重点事業に区分しております。

（参考）地域別売上高

　

前第１四半期
連結累計期間

　（自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日） 　
　

当第１四半期
連結累計期間

　（自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)　
　

増減率

　 百万円 百万円 ％

日本 2,438 2,566 5.2

欧州 308 250 △18.5

アジア・豪州 188 164 △12.8

北米 66 56 △15.6

合計 3,001 3,037 1.2
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[ BtoB（企業・法人）市場 ]

BtoB市場は、社会のインフラとして企業、個人にとってニーズが高く、かつグローバル市場へ展開を

広げていく交通気象（航海気象、道路気象、鉄道気象、航空気象）を重点事業として位置づけ、注力しま

した。 

  中でも、当社サービスの原点である海運会社向け航海気象は、燃料費の高まりや2013年から始まる世

界的な海運業界の環境負荷軽減の取り組みなどを受けて、安全性とともに燃費を向上させ、高い運航効

率を実現する新サービスOSR(Optimum Ship Routeing）の提供が、日本・アジアのコンテナ船、自動車

船に引き続き、ばら積み船（韓国の海運会社）にも導入が始まるとともに、新たなタンカー市場への提

供も第2四半期以降に決定しています。

  道路気象、鉄道気象、航空気象では、台風や局地的な大雨による気象リスクが発生する中で、世界でも

初めての航空機用レーダーを活用した小型レーダーネットワーク「WITHレーダー」を全国の交通の要

所約70か所に配置して、従来把握が難しかった局地的な雨、雪、風などの気象リスクへの対応策サービ

スを交通関連企業と取り組むなど、新しい交通のインフラとして浸透するとともに、サービス提供を拡

大しました。

  こうした結果、重点事業である交通気象の売上は、価値創造サービスは成長した一方で、一部の試験

的サービスの終了、為替換算差等により、売上は989百万円と前年並みとなり、BtoB市場全体の売上高

は、前年同期比1.5％減の1,450百万円となりました。

　
[ BtoS（個人・分衆）市場 ]

  BtoS市場では、携帯電話を中心にあらゆるメディアを通じてトランスメディア的にサポーターが参

加する気象コンテンツが広がることにより、売上成長しました。東日本大震災後の余震をはじめ、台風、

大雨など、被害リポートや交通機関への影響などの減災コンテンツが関心を集めました。

  こうした中で、地震や津波などの気象リスクの高いときはもちろん、節電情報を共有する「デンキ予

報」など、サポーターがコンテンツに参加する新しいネットワーク型のリアルタイムな情報交信イン

フラが広がり、新たな価値を創っています。

  また、スマートフォン向けの「ウェザーニュース タッチ」は、iPhone、Android合わせて500万ダウン

ロードを超え、サポーターの裾野を広げるとともに、5月から始まったAndroidの有料会員サービスも順

調に立ち上がっています。

  こうしたサポーター参加型のコンテンツサービスと携帯電話を中心としたトランスメディア展開に

より、モバイル・インターネットの売上は前年同期に比べて7.5％と引き続き成長し、BtoS市場全体の

売上は、前年同期比3.8％増の1,587百万円となりました。

　

③ 東日本大震災への取り組みについて

気象、地象による被害を軽減することが使命である当社では、東日本大震災に対し、被災地や復旧・

復興に携わる企業・個人を支援するために社内に特別プロジェクトをつくり、継続的な活動に取り組

んでいます。7月には、復旧・復興支援事業の一環として、当社創業の原点とも言える福島県小名浜港に

元南極観測船SHIRASEを停泊させ、周辺海域の環境観測や津波減災に関する談議会、船内見学などを行

い、期間中に1万人以上の地元の方々が訪れました。また、沿岸部の復旧・復興作業を支援するために、

津波を早期に把握するための津波レーダーの開発・設置を東北10数箇所で進めています。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間におきましては、売上の伸長に伴い売掛金が256百万円増加しました。ま

た、法人税等の支払などにより現金及び預金が447百万円減少した一方、支払原資の一部を短期借入200

百万円によって賄いました。これにより、総資産は、前連結会計年度末に比べて162百万円減少し、7,739

百万円となりました。また、負債は、前連結会計年度末に比べて263百万円減少し、1,696百万円となりま

した。

  純資産は、前期末の配当188百万円を行う一方で、四半期純利益302百万円を計上したことにより、前

連結会計年度末に比べて100百万円増加し、6,042百万円となりました。

  これらにより、自己資本比率は78.1％となっております。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益523百万円を計上する一方で、法

人税等の支払478百万円などにより203百万円の支出（前年同期98百万円の収入）となりました。投資

活動によるキャッシュ・フローは、革新的なサービスを実現するためのインフラ投資としての、有形固

定資産の取得123百万円などにより185百万円の支出（前年同期359百万円の支出）となりました。ま

た、財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払173百万円および長期借入金の返済88百万円

に対して短期借入200百万円を実行したことにより、53百万円の支出（前年同期310百万円の支出）と

なりました。

  以上に現金及び現金同等物に係る換算差額4百万円を減算し、現金及び現金同等物の当第１四半期連

結累計期間末残高は564百万円（前年同期1,714百万円）となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  ① 当社グループでは、中期ビジョンをもとに事業に取り組んでおります。

     なお、当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。

　
当社グループの基本コンセプトは、（気象から気候変動、環境に関する）あらゆるコンテンツを、官営

サービスに依存することなく、自らが主体的にデータから配信まで提供する「フルサービス・ウェザー

カンパニー」となることであり、これを目指してきました。そして、これに加え、およそ気象が有意義なコ

ンテンツとなりうるあらゆる分野においてサービスを提供することができる「Full Services（フル

サービシズ）」となり、多くの新しい市場とサービスの立ち上げを目指しています。当社グループが実現

すべきミッションは以下の４つであると捉えております。

　
<1> 全世界69億人の一人ひとりとともに、最多、最速、最新の気象コンテンツサービスを創造・提供する

世界最強・最大の「気象コンテンツ・メーカー」になること。

<2> 気象コンテンツ市場のフロントランナーとして、独創的に新たな市場を創造しながら、「サポーター

価値創造」と企業価値の最大化を実現すること。

<3> サポーター（個人、企業）が感測、予報、配信に参加する世界初の双方向型の気象情報交信ネット

ワークを本格的に軌道に乗せ、従来の気象のあり方を革新的に変えること。

<4> 気象をベースに、気候変動、そして環境問題まで領域を広げ、サポーター（個人、企業）とともに、新

たな価値創造（事づくり）を、実現すること。

　
《中期ビジョン》

  当社では、創業以来、第１成長期（1987年６月から1995年５月）は「事業の成長性」、第２成長期（1995

年６月から2004年５月）は「ビジネスモデルの多様性」、第３成長期（2004年６月から2012年５月）は

「経営の健全性」を目指しています。来期26期（2012年５月期）は、この第３成長期の仕上げの期であり、
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「革新性」を通じて本格的なグローバル展開を目指す第４成長期（27期より）の助走期として位置付けて

います。

  第４成長期（2013年５月期から10年程度を予定）は以下の通りです。

　
1) 重点事業

＜交通気象＞

  交通気象は、社会インフラとして気象に関するニーズが世界的に高く、グローバル展開の“槍の矛先”と

して、従来の発想を超えた価値創造型サービスにより市場を創造していきます。海の交通気象（航海気象）

は、既にグローバル展開していますが、現段階では世界中の外航船２万隻のうち30％程度のシェアです。第

４成長期では、価値創造サービスを拡大し、このシェアを100％に近づけます。

  空の交通気象（航空気象）は、現在日本、アジアの一部を中心にサービスを提供しています。第４成長期

では、アジア、欧州、アメリカにおけるサービス提供を拡大し、グローバルなシェアを高めていきます。

  陸の交通気象（道路気象、鉄道気象）は、現在展開している日本でのサービスをグローバルに通用する価

値創造サービスに高め、アジアからグローバルに展開していきます。

　
  ＜モバイル・インターネット＞

  日本で成功してきた携帯、スマートフォンをベースにしたトランスメディア展開と利用者（サポー

ター）が参加し、ネットワーク型の気象および分衆コンテンツを創造し、交信するサービスをグローバルに

展開します。

　
2) 無常識な気象インフラ、テクノロジーの開発・展開

  グローバルに展開するためには、企業・個人サポーターのニーズに応える価値あるコンテンツサービス

の創造が重要です。経済・文化、気象インフラが異なるグローバルにおいて、価値創造サービスを生み出し

市場に迅速に浸透していくためには、従来の社会資本にはない無常識なインフラやテクノロジーが不可欠

と考えています。現在進めているWNI衛星、WITHレーダーをはじめOklahoma Innovation Centerや世界の研

究機関、企業と連携し、革新的かつ機動的なインフラやテクノロジーに積極的に投資、開発・設置するとと

もに、これらをもとにした24時間365日の運営サービス＆サポートを展開していきます。

　
3) エリア展開

  アジア、欧州、アメリカの順に、それぞれ３年間程度、市場開拓とインフラの構築を集中的に展開していき

ます。

　　

4) グローバル販売体制の強化

  当社独自のグローバルビジネスモデルの次元をさらに高めるために、重点事業の戦略的な展開に合わせ

て、直販を中心としたグローバル販売体制の強化を行います。
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② 当社は、会社の支配に関する基本方針を次のとおり定めております。

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社グルー

プの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者

でなければならないと考えております。当社では、株式の上場に際して、市場には短期、中長期のスタンスや

様々な目的の投資家が併存することがあり得ると理解しております。言うまでもなく、上場会社である当社

の株券等については、株主及び投資家の皆様による自由な取引が認められており、当社取締役会としては、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、最終的には株主の皆様全体の意思により決定されるべ

きであり、当社の株券等に対する大量取得行為の提案又はこれに類似する行為があった場合に、当社の株券

等を売却するかどうかの判断も、最終的には当社の株券等を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべき

ものであると考えます。

したがって、当社は、当社の株券等について大量取得行為がなされる場合に、それが当社グループの企業

価値及び株主の皆様の共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありません。

  一方、当社は気象会社として世界で初めて株式を上場しておりますが、これは公的機関にもまさるともお

とらない公共のインフラを運営する企業体としてふさわしいガバナンス、透明性（トランスペアラン

シー）等を追求することが上場する大きな意義と認識しているが故です。当社では、市場においてもこの上

場の意義等が理解されることを期待しており、市場をはじめ社会全般において理解いただけるよう事業運

営に取り組んでいます。

しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大

量取得行為の提案又はこれに類似する行為を強行する動きが顕在化しております。そして、かかる株券等の

大量取得行為の中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

もの、株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株券等の大量

取得行為の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情

報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協

議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。

当社の経営理念は、「サポーター価値創造」（当社では、当社がサービスを提供し、当社を支持していた

だいている企業及び個人をサポーターと呼びます。）であります。この経営理念は様々な企業価値の源泉か

ら成り立っており、これらに対する理解がなければ、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益

を確保、向上させることはできないと考えております。特に、当社の企業価値の源泉は、①気象市場を創造し

続ける人材、企業文化、経験知、②24時間365日サービス＆サポートを継続的・安定的に提供する人材、仕組

み、③世界中のサポーター（企業、個人）との価値共創を通じて築かれた信頼関係、④上記①～③を基礎と

して長期間にわたり構築されてきたブランド力（知名度と信頼を裏切らない力）、にあると考えておりま

す。したがって、当社の株券等の大量取得行為を行う者が、これらの当社の企業価値の源泉を十分に理解し

た上で、これらを中長期的に確保し、向上させるのでなければ、当社グループの企業価値及び株主の皆様の

共同の利益は毀損されることになりかねません。

当社としては、このような当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を毀損する大量取得行

為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大

量取得行為に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社グループの企業価値及び株主の

皆様の共同の利益を確保する必要があると考えます。
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２．基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、中長期にわたる企業価値を持続・発展させていくことこそが株主の皆様の共同の利益の向上の

ために最優先されるべき課題であると考え、当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益の向上

を目的に、当社の新中期経営計画の策定及びその実施、コーポレート・ガバナンスの強化、更に、業績に応じ

た株主の皆様に対する利益還元を従前通り進めてまいる所存です。これらの取組みの実施を通じて、当社グ

ループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益を向上させ、その向上が株主及び投資家の皆様による当社

株式の評価に適正に反映されることにより、上記の当社グループの企業価値及び株主の皆様の共同の利益

を著しく損なうおそれのある当社株券等の大量取得行為は困難になるものと考えられます。したがって、こ

れらの取組みは、上記１．記載の基本方針に資するものであると考える所存です。

したがいまして、これらの取組みはいずれも上記１．記載の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共

同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えておりま

す。

　

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

当社は、上記１.記載の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組みの一つとして、平成23年8月7日開催の第25期定時株主総会における株

主の皆様のご承認の下、当社株券等の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下、「本プラン」と

いいます。）への更新を行いました。

本プランは、当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付けその

他の取得、若しくは、当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及び

その特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する行為若しくはこれに類似

する行為、又は、これらの提案（以下、「買付等」といいます。）を行おうとする者（以下、「買付者等」と

いいます。）に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討

等を行う時間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉

等を行っていくための手続を定めています。具体的には、買付者等には、必要な情報を事前に当社取締役会

に提出していただき、本プランに係る手続の開始後、①当社取締役会による評価、検討、交渉及び意見形成の

ための期間が終了するまでの間、又は、②当社取締役会により株主意思確認手続が実施される場合には、同

手続が完了するまでの間、買付等を開始することができないものとします。買付者等が本プランにおいて定

められた手続に従うことなく買付等を行う場合等、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の利益が毀損さ

れるおそれがあると認められる場合には、当社は対抗措置（買付者等による権利行使は認められないとの

行使条件及び当社が当該買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の取得条項が

付された新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）の無償割当ての実施）を講じることがありま

す。

本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施について、取締役の恣意的判断を排す

るため、①株主意思確認手続を実施することにより株主の皆様のご意思を確認するか、又は、②当社経営陣

から独立した者のみから構成される独立委員会の判断を経るか、のいずれかの手続を履践することとし、当

社取締役会は、株主意思確認手続の結果、又は独立委員会の勧告を最大限尊重し、本新株予約権の無償割当

ての実施又は不実施に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行うものとします。

なお、本プランの詳細については、以下のウェブサイトに掲載している平成23年7月8日付プレスリリース

「当社株券等の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について」をご参照下さい。

http://weathernews.com/ja/nc/ir/info/2011/110708_baisyubouei.pdf
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４．上記３.記載の取組みについての取締役会の判断

本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様

が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のため

に買付者等と協議・交渉等を行うことを可能とすることにより、当社の企業価値及び株主の皆様の共同の

利益を確保するための枠組みであり、上記１.記載の基本方針に沿うものであると考えております。

  また、本プランは、買収防衛策に関する指針の要件等を完全に充足していること、株主意思を重視するも

のであること、取締役の恣意的判断を排除するために本プランの発動及び廃止等の運用に際しての実質的

な判断を客観的に行う機関として独立委員会が設置されていること、合理的かつ詳細な客観的要件が充足

されなければ発動されないように設定されていること、外部専門家の意見の取得ができるものであること、

当社取締役の任期は1年であること、有効期間満了前であっても株主総会又は取締役会によりいつでも廃止

することができるものとされていること等の理由から、株主の皆様の共同の利益を損なうものでなく、ま

た、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は108,285千円であります。

　

(6) 従業員数

  ① 連結会社の状況

　 平成23年８月31日現在

　 従業員数(名) 598[63]

 (注) １ 従業員数は就業人員であります。

      ２ 従業員数欄の[外書]は臨時従業員の平均雇用人数であります。

         なお、臨時従業員数には派遣社員を除いてあります。

　

  ② 提出会社の状況

　 平成23年８月31日現在

　 従業員数(名) 419[39]

 (注) １ 従業員数は就業人員であります。

      ２ 従業員数欄の[外書]は臨時従業員の平均雇用人数であります。

         なお、臨時従業員数には派遣社員を除いてあります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 47,000,000

計 47,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年10月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,844,00011,844,000
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式

単元株式数は100株であります。

計 11,844,00011,844,000― ―

(注) 「提出日現在発行数」には、平成23年10月１日からこの四半期報告書提出日までの間に新株予約権の行使（旧商

法に基づき発行された新株予約権の権利行使を含む。）により増加した株式数は含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年８月31日 ― 11,844,000 ― 1,706,500 ― ―

　

(6) 【大株主の状況】

平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

議決権の
割合(％)

一般財団法人ＷＮＩ気象文化創
造センター

千葉県千葉市美浜区中瀬１－３
幕張テクノガーデン

1,700,00014.35 15.76

株式会社ダブリュー・エヌ・
アイ・インスティテュート

千葉県千葉市緑区あすみが丘６－15－３ 1,700,00014.35 15.76

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 649,200 5.48 6.02

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 471,700 3.98 4.37

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 360,000 3.04 3.34

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 360,000 3.04 3.34

石橋忍子 千葉県千葉市緑区 353,800 2.99 3.28

ウェザーニューズ社員サポー
ター持株会

千葉県千葉市美浜区中瀬１－３
幕張テクノガーデン

301,700 2.55 2.80

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（ウェザーニューズ役
員信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 273,300 2.31 2.53

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー
505041（常任代理人：香港上海
銀行東京支店）

12 NICHOLAS LANE LONDON EC4N 7BN U.
K.
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

261,559 2.21 2.42

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 200,000 1.69 1.85

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 180,000 1.52 1.67

計 ― 6,811,25957.51 63.14

（注）１  当社は自己株式を1,053,100株所有し、その発行済株式総数に対する割合は8.89％であります。

２  日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）および日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口）の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式であります。

３  前事業年度末において当社の大株主であったウェザーニューズ従業員持株会は、ウェザーニューズ社員

サポーター持株会に名称変更しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   1,053,100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  10,787,200 107,872 ―

単元未満株式 普通株式       3,700― ―

発行済株式総数 11,844,000 ― ―

総株主の議決権 ― 107,872 ―

　

② 【自己株式等】

平成23年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ウェザーニューズ

東京都港区芝３－１－14
日本生命赤羽橋ビル

1,053,100─ 1,053,1008.89

計 ― 1,053,100─ 1,053,1008.89

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年６月１日

から平成23年８月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

  第25期連結会計年度  新日本有限責任監査法人

  第26期第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間  有限責任監査法人トーマツ
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,013,504 566,492

受取手形 16,585 －

売掛金 2,335,786 2,592,152

仕掛品 139,685 210,174

原材料及び貯蔵品 91,319 53,539

繰延税金資産 81,857 60,327

その他 277,045 225,856

貸倒引当金 △65,434 △74,790

流動資産合計 3,890,350 3,633,753

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,167,733

※1
 1,145,526

工具、器具及び備品（純額） ※1
 905,056

※1
 888,220

土地 384,677 384,677

リース資産（純額） ※1
 4,431

※1
 3,836

建設仮勘定 150,471 183,900

その他（純額） ※1
 8,905

※1
 8,007

有形固定資産合計 2,621,275 2,614,169

無形固定資産

ソフトウエア 388,974 433,966

その他 27,095 27,045

無形固定資産合計 416,069 461,011

投資その他の資産

繰延税金資産 302,123 297,997

その他 671,909 732,466

貸倒引当金 △366 △371

投資その他の資産合計 973,666 1,030,092

固定資産合計 4,011,012 4,105,273

資産合計 7,901,362 7,739,027
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年８月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 162,305 151,272

短期借入金 － 200,000

1年内返済予定の長期借入金 256,800 214,300

1年内償還予定の社債 120,000 120,000

リース債務 4,066 13,023

未払金 303,580 210,827

未払法人税等 528,254 239,585

関係会社整理損失引当金 28,978 28,978

その他 279,126 253,755

流動負債合計 1,683,110 1,431,742

固定負債

社債 150,000 150,000

長期借入金 117,000 70,800

リース債務 9,460 43,961

その他 306 306

固定負債合計 276,766 265,067

負債合計 1,959,877 1,696,810

純資産の部

株主資本

資本金 1,706,500 1,706,500

資本剰余金 967,990 964,342

利益剰余金 4,566,001 4,679,439

自己株式 △1,156,668 △1,143,636

株主資本合計 6,083,824 6,206,645

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △142,339 △164,428

その他の包括利益累計額合計 △142,339 △164,428

純資産合計 5,941,484 6,042,217

負債純資産合計 7,901,362 7,739,027
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 3,001,771 3,037,824

売上原価 1,473,339 1,599,915

売上総利益 1,528,431 1,437,908

販売費及び一般管理費 851,499 820,271

営業利益 676,931 617,636

営業外収益

受取利息 391 400

受取配当金 120 672

その他 435 312

営業外収益合計 947 1,385

営業外費用

支払利息 7,252 2,909

コミットメントライン関連費用 － 3,780

為替差損 27,690 10,603

災害復興支援費用 － 77,270

その他 2,868 520

営業外費用合計 37,811 95,084

経常利益 640,068 523,937

特別損失

固定資産除却損 431 －

特別損失合計 431 －

税金等調整前四半期純利益 639,636 523,937

法人税、住民税及び事業税 241,796 196,208

法人税等調整額 24,440 25,661

法人税等合計 266,236 221,869

少数株主損益調整前四半期純利益 373,400 302,068

四半期純利益 373,400 302,068
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 373,400 302,068

その他の包括利益

為替換算調整勘定 △41,952 △22,088

その他の包括利益合計 △41,952 △22,088

四半期包括利益 331,447 279,979

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 331,447 279,979

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 639,636 523,937

減価償却費 142,026 149,256

受取利息及び受取配当金 △511 △1,072

支払利息 7,252 2,909

コミットメントライン関連費用 － 3,780

災害復興支援費用 － 77,270

固定資産除却損 431 －

売上債権の増減額（△は増加） △195,382 △239,786

たな卸資産の増減額（△は増加） 54,802 △32,709

仕入債務の増減額（△は減少） 4,905 △11,032

その他 △58,582 △125,181

小計 594,577 347,372

利息及び配当金の受取額 441 1,009

利息の支払額 △3,711 △1,476

災害復興支援費用の支払額 － △72,543

法人税等の支払額 △493,157 △478,012

営業活動によるキャッシュ・フロー 98,149 △203,650

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △305,836 △123,252

無形固定資産の取得による支出 △53,876 △72,026

敷金及び保証金の差入による支出 △620 △1,512

敷金及び保証金の回収による収入 406 10,905

投資活動によるキャッシュ・フロー △359,926 △185,884

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 200,000

長期借入金の返済による支出 △141,300 △88,700

配当金の支払額 △171,743 △173,133

自己株式の売却による収入 3,128 9,384

その他 △1,004 △624

財務活動によるキャッシュ・フロー △310,920 △53,074

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27,903 △4,399

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △600,600 △447,010

現金及び現金同等物の期首残高 2,364,273 1,011,990

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△48,730 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,714,942

※
 564,980
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

  当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度末
(平成23年５月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年８月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額

　 4,303,312千円

※１  有形固定資産の減価償却累計額

　 4,410,693千円

  ２  当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

金融機関４行とコミットメントライン契約を締結し

ております。これらの契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりであります。

借入枠 2,000,000千円

借入実行残高 －  千円

差  引 2,000,000千円
 

  ２  当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

金融機関２行と当座貸越契約を、また、取引金融機関

４行とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当第１四半期連結会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

　 　 当座貸越契約 　
コミットメント
ライン

　 　 千円 　 千円

借入枠 　 600,000　 2,000,000
借入実行残
高 　 － 　 200,000

差引 　 600,000　 1,800,000

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日 
  至  平成22年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日 
  至  平成23年８月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係
(平成22年８月31日現在）

現金及び預金勘定 1,714,942千円

現金及び現金同等物 1,714,942千円
 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係
(平成23年８月31日現在）

現金及び預金勘定 566,492千円

預入期間が３ヶ月超の定期預金 △1,512千円

現金及び現金同等物 564,980千円

　
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年６月１日  至  平成22年８月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月15日
定時株主総会

普通株式 195,140 17.5平成22年５月31日 平成22年８月16日 利益剰余金

　　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

  連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
当第１四半期連結累計期間(自  平成23年６月１日  至  平成23年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月７日
定時株主総会

普通株式 188,630 17.5平成23年５月31日 平成23年８月８日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

  連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社及び連結子会社は気象情報を中心とした総合的なコンテンツ提供サービスを事業内容としてお

り、当該事業の単一セグメントであります。そのため、セグメント情報については記載を省略しており

ます。

　
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日
  至  平成22年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
  至  平成23年８月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 33円47銭 28円00銭

 (算定上の基礎) 　 　

  四半期純利益(千円) 373,400 302,068

  普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

  普通株式に係る四半期純利益(千円) 373,400 302,068

  普通株式の期中平均株式数（株） 11,153,900 10,785,650

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 33円31銭 27円80銭

　(算定上の基礎) 　 　

  四半期純利益調整額（千円） ─ ─

  普通株式増加数（株） 55,074 77,359

  （うち新株予約権） (55,074) (77,359)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前

連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

─ ─

(追加情報）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権  １種類　  
 
  平成15年８月24日
  定時株主総会決議
  ストックオプション　
    平成16年５月31日の
    取締役会決議
   （新株予約権 240個)　
     24千株

─

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成23年10月13日

株式会社ウェザーニューズ

取締役会  御中

　
有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    猪    瀬    忠    彦    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐 々 田    博    信    印

 　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    勢    志          元    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ウェザーニューズの平成23年６月１日から平成24年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計
期間(平成23年６月１日から平成23年８月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年６月１日から平
成23年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ウェザーニューズ及び連結子会社の
平成23年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
　
その他の事項
会社の平成23年５月31日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結
累計期間に係る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって
四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成22年10月13
日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して平成23年８月８日付けで無限定適正
意見を表明している。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報
告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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